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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第119期

第２四半期
連結累計期間

第120期
第２四半期
連結累計期間

第119期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 209,371 215,499 425,013

経常利益 (百万円) 33,893 24,704 59,258

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 24,338 17,655 42,638

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 23,783 9,788 32,202

純資産額 (百万円) 400,388 403,847 401,505

総資産額 (百万円) 601,015 653,376 629,417

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 116.82 84.82 204.74

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.2 61.4 63.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 18,803 23,004 43,704

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △20,611 △27,206 △48,380

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △21,106 17,284 △8,124

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 65,322 85,765 74,250
 

　

回次
第119期

第２四半期
連結会計期間

第120期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年７月１日
至 2018年９月30日

自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 50.85 37.46
 

(注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。　

２　売上高には、消費税等は含まれていません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

４　当社は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託を導入しており、当該信託が保有する当社株式については

自己株式として計上しています。また、１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、当該株式数を期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

５　当第２四半期連結会計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第119期連結

会計年度の関連する主要な経営指標等について、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させています。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当企業集団が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

なお、当第２四半期連結累計期間における、関係会社の異動は次のとおりです。

<その他事業>

当第２四半期連結会計期間において、ＮＴＫフューエルセル株式会社及び森村ＳＯＦＣテクノロジー株式会社を

新たに設立したことから、連結の範囲に含めています。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前連結会計年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中に記載した金額には消費税等の金額は含んでおらず、将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現

在において、当社グループが判断したものです。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期における世界経済は、米国においては良好な雇用・所得環境に支えられた個人消費は好調であるも

のの、外需の減速や通商政策をめぐる不確実性の高まりを受け、企業による設備投資が低迷しています。欧州にお

いては雇用・所得環境の改善が続くなか、底堅い個人消費が景気の下支えとなっていますが、外需の減速や政治を

めぐる不確実性の高まりが景気の重石となっています。中国においては貿易摩擦の影響等から外需の低迷が続いて

いるほか、内需の回復にも遅れが生じています。わが国経済においては外需の低迷により輸出が伸び悩んだもの

の、雇用情勢や所得環境の改善が続き、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

当社グループの主要な事業基盤である自動車業界における新車販売は、米国においては安定した労働環境、堅調

な個人消費等販売を後押しする環境はあるものの、自動車販売価格の上昇等といったマイナス要因が需要に影響を

与えています。中国においては、景気の減速を背景に新車販売は前年度を下回る結果となっています。

また、半導体業界においては、データセンター向け投資の減速や貿易摩擦の影響を背景としたメモリメーカーの

投資抑制により需要が低迷しています。

 このような状況のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間における売上高は2,154億99百万円（前年同期

比2.9％増）、営業利益262億29百万円（前年同期比20.2％減）、経常利益247億４百万円（前年同期比27.1％減）と

なり、親会社株主に帰属する四半期純利益は176億55百万円（前年同期比27.5％減）となりました。

 

セグメントの業績

セグメントの名称 売上高(百万円)
営業利益又は営業損失(△)

(百万円)

自動車関連  176,622  27,696

テクニカルセラミックス関連  26,233  △139

　半導体関連  8,537  91

　セラミック関連  17,696  △230

その他  12,642  △1,328

合計  215,499  26,229
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＜自動車関連＞

当事業は、当第２四半期連結会計期間では、新車組付用製品について、市場環境等の悪化はあるものの、前年度

を上回る結果となりました。補修用製品について、一部の地域で前年度を下回ったものの、堅調な米国及び中国市

場により前年度を上回りました。しかしながら、第１四半期の売上減少により、当第２四半期連結累計期間におい

ては前年度を下回る結果となりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,766億22百万円（前年同期比0.4％減）、営業利益は276億96百

万円（前年同期比15.9％減）となりました。

 

＜テクニカルセラミックス関連＞

半導体関連

当事業は、前年度に引き続き製品の選択と集中及び人員削減等の合理化を推し進めており、当第２四半期におい

ても、第１四半期に引き続き利益を確保しています。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は85億37百万円（前年同期比3.2％減）、営業利益は91百万円（前

年同期は２億98百万円の営業損失）となりました。

セラミック関連

当事業は、工作機械向け出荷は米国及び欧州において堅調に推移しましたが、半導体製造装置用部品においては

半導体業界の落ち込みの影響を受け、前年度を下回る結果となりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は176億96百万円（前年同期比13.0％減）、営業損失は２億30百万

円（前年同期は21億42百万円の営業利益）となりました。

 

＜その他＞

その他の事業については、主に前連結会計年度に医療分野において新たにCAIRE社を子会社化したことで、当第２

四半期連結累計期間の売上高は126億42百万円（前年同期比334.3％増）、営業損失は13億28百万円（前年同期は19

億４百万円の営業損失）となりました。

 

  
前連結会計年度

当第２四半期
連結会計期間 増減

  (2019年３月31日) (2019年９月30日)

流動資産 (百万円) 311,100 321,798 10,697

固定資産 (百万円) 318,316 331,578 13,261

資産　合計 (百万円) 629,417 653,376 23,959

流動負債 (百万円) 122,382 115,479 △6,902

固定負債 (百万円) 105,528 134,049 28,521

負債　合計 (百万円) 227,911 249,529 21,618

純資産 (百万円) 401,505 403,847 2,341

負債純資産　合計 (百万円) 629,417 653,376 23,959
 

　

当第２四半期末の総資産は、前連結会計年度末比239億59百万円増加の6,533億76百万円となりました。これは、

主として投資有価証券の売却により減少した一方、たな卸資産が増加したこと、設備投資並びに米国を除く在外連

結子会社において、第１四半期連結会計期間の期首からIFRS第16号「リース」を適用したことに伴い、有形固定資

産が増加したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末比216億18百万円増加の2,495億29百万円となりました。これは、主として社債の発

行、及び有形固定資産の増加と同様に、米国を除く在外連結子会社においてIFRS第16号「リース」を適用したこと

に伴い、リース債務が増加したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末比23億41百万円増加の4,038億47百万円となりました。これは、主として配当金の支

払による減少があった一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の増加があったことに

よるものです。
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(2) キャッシュ・フローの状況

  前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

  
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 18,803 23,004

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △20,611 △27,206

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △21,106 17,284

現金及び現金同等物の四半期末残高 (百万円) 65,322 85,765
 

　

営業活動によるキャッシュ・フローにおける収入は、前年同期比42億１百万円増加の230億４百万円となりまし

た。これは、主として売上債権の増減額が増加した一方、たな卸資産の増減額の減少及び法人税等の支払額の減少

によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローにより支出した資金は、前年同期比65億94百万円増加の272億６百万円となり

ました。これは、主として有形固定資産の取得による支出が増加したことによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローにおける収入は、前年同期比383億90百万円増加の172億84百万円となりまし

た。これは、主として社債の発行によるものです。

この結果、当第２四半期末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対して為替相場の変動による換算差額

15億66百万円を控除した純額で115億15百万円増加し、857億65百万円となりました。

 

　(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発に係る費用は総額141億95百万円ですが、当該金額には既存製品の改

良、応用研究等に関する費用が含まれていますので、「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会）に規定

している「研究開発費」は31億62百万円です。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、森村グループ４社（株式会社ノリタケカンパニーリミテド、ＴＯＴＯ株式会社、日本ガイシ株式会社及

び当社）が共同で固体酸化物形燃料電池（以下、「ＳＯＦＣ」という。）に関する合弁会社の設立について基本合

意書を締結し、具体的に検討を進めてまいりましたが、2019年９月27日開催の取締役会において、当社を分割会社

とし、2019年８月９日に新たに設立した森村ＳＯＦＣテクノロジー株式会社を承継会社とする吸収分割（以下、

「本吸収分割」という。）を実施することを決議し、同日付で吸収分割契約を締結しました。

 

１．本吸収分割の目的

ＳＯＦＣはセラミックスを中心材料とし、高温の反応性雰囲気で動作させるため、技術的に難易度の高い開

発を行わなければなりません。また、ＳＯＦＣの商品化・実用化に向け、低コスト化と高耐久化には寿命評価

が必要不可欠ですが、そのための研究開発には長い時間とコストが必要となります。このような状況の中、森

村グループ各社は、これまで培ってきたＳＯＦＣに関する技術・ノウハウなどを持ち寄り、それぞれの有する

経営資源を融合することで早急な商品化を実現することを目指します。

 
２．本吸収分割の方法

当社を分割会社とし、森村ＳＯＦＣテクノロジー株式会社を承継会社とする吸収分割です。
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３．本吸収分割の期日

2019年12月３日（予定）

※上記日程は国内外における関係当局に対する届出その他の手続きの進行等の理由により変更される可能性

があります。

 
４．本吸収分割に係る割当の内容

森村ＳＯＦＣテクノロジー株式会社は本吸収分割の対価として当社に対し普通株式404,140株を割り当てる予

定です。

 
５．分割する資産、負債の状況

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 2,948百万円 流動負債 ―

固定資産 470百万円 固定負債 ―

合計 3,418百万円 合計 ―
 

(注)分割資産の金額は、2019年12月（分割予定日時点）見込の金額であり、実際に分割する金額は上記から変

動する可能性があります。

 
６．本吸収分割後の承継会社の概要

(1)名称 森村ＳＯＦＣテクノロジー株式会社

(2)所在地 愛知県小牧市大字岩崎2808

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長　佐藤　美邦

(4)資本金の額 100百万円

(5)事業内容
家庭用、業務用及び産業用（車載用を除く）のＳＯＦＣのセル、ス
タック、モジュール及びシステムの研究・開発・製造・販売
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 390,000,000

計 390,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 208,911,620 208,911,620

東京証券取引所
(市場第１部)

名古屋証券取引所
(市場第１部)

単元株式数は100株です。

計 208,911,620 208,911,620 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数

増減数
(千株)

発行済株式総数
残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年７月１日～
2019年９月30日

－ 208,911 － 47,869 － 54,824
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(5) 【大株主の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１-１ 16,794 8.05

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13-１ 16,752 8.03

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11-３ 15,720 7.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８-11 12,710 6.09

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７-９ 7,964 3.81

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町二丁目２-２ 4,950 2.37

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７-１ 4,380 2.09

日本マスタートラスト信託銀行株式会社ト
ヨタ自動車口

東京都港区浜松町二丁目11-３ 3,929 1.88

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６-６ 3,563 1.70

ＴОＴО株式会社 福岡県北九州市小倉北区中島二丁目１-１ 3,433 1.64

計 ― 90,200 43.24
 

(注)　１ 上記大株主の状況に記載しています株式会社三菱ＵＦＪ銀行及びその共同保有者３社から、2019年３月26日

付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、2019年３月18日現在当社株式を

18,429千株(8.82％)保有している旨が記載されているものの、そのうち三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社が保有

している旨の報告を受けている13,143千株(6.29％)については、当社として2019年９月30日現在における実

質所有状況の確認ができないため上記大株主の状況には含めていません。

２ 野村證券株式会社及び野村アセットマネジメント株式会社から、2019年５月20日付で公衆の縦覧に供されて

いる大量保有報告書（変更報告書）において、2019年５月15日現在当社株式を12,865千株(6.16％)保有して

いる旨が記載されているものの、そのうち野村アセットマネジメント株式会社が保有している旨の報告を受

けている12,361千株(5.92％)については、当社として2019年９月30日現在における実質所有状況の確認がで

きないため上記大株主の状況には含めていません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ― ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 323,100
 

―

単元株式数は100株です。
(相互保有株式)
普通株式 152,500
 

―

完全議決権株式(その他) 普通株式 208,308,000
 

2,083,080 同上

単元未満株式 普通株式 128,020
 

― １単元(100株)未満の株式です。

発行済株式総数 208,911,620 ― ―

総株主の議決権 ─ 2,083,080 ―
 

(注) １　単元未満株式には、自己株式46株と相互保有株式早川精機工業株式会社保有分20株が含まれています。

２　「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、役員報酬BIP信託保有の当社株式393,200株(議決権3,932個)

及び株式付与ESOP信託保有の当社株式37,700株(議決権377個)が含まれています。

 

② 【自己株式等】

  2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本特殊陶業株式会社

名古屋市瑞穂区
高辻町14番18号

323,100 － 323,100 0.15

(相互保有株式)
早川精機工業株式会社

岐阜県岐阜市六条
大溝１－13－１

－ 152,500 152,500 0.07

計 ― 323,100 152,500 475,600 0.23
 

(注) １ 他人名義で所有している株式数は、日特協力会持株会（当社取引先を会員とする持株会、名古屋市瑞穂区

高辻町14番18号）名義で保有している株式です。 

２　役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式は、上記自己株式等に含めていません。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。

　　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年７月１日から2019年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 48,639 47,457

  受取手形及び売掛金 96,834 97,191

  有価証券 34,921 45,000

  たな卸資産 ※1  113,124 ※1  115,364

  その他 18,423 17,665

  貸倒引当金 △841 △880

  流動資産合計 311,100 321,798

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 66,661 73,676

   機械装置及び運搬具（純額） 110,166 117,423

   土地 21,382 21,272

   建設仮勘定 25,625 24,940

   その他（純額） 4,885 5,449

   有形固定資産合計 228,720 242,762

  無形固定資産   

   のれん 3,179 2,828

   ソフトウエア 5,722 6,367

   その他 4,756 4,261

   無形固定資産合計 13,658 13,458

  投資その他の資産   

   投資有価証券 63,310 62,351

   繰延税金資産 11,235 11,556

   その他 1,510 1,569

   貸倒引当金 △119 △119

   投資その他の資産合計 75,937 75,358

  固定資産合計 318,316 331,578

 資産合計 629,417 653,376
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 34,957 31,992

  短期借入金 27,587 27,177

  1年内返済予定の長期借入金 9,924 9,924

  リース債務 52 655

  未払法人税等 9,126 6,825

  その他 40,734 38,904

  流動負債合計 122,382 115,479

 固定負債   

  社債 50,000 80,000

  長期借入金 23,062 18,099

  リース債務 129 2,806

  退職給付に係る負債 30,254 31,309

  株式給付引当金 201 193

  繰延税金負債 618 555

  その他 1,262 1,083

  固定負債合計 105,528 134,049

 負債合計 227,911 249,529

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 47,869 47,869

  資本剰余金 54,639 54,639

  利益剰余金 297,754 308,090

  自己株式 △1,741 △1,765

  株主資本合計 398,522 408,833

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 24,872 23,343

  為替換算調整勘定 △20,027 △26,823

  退職給付に係る調整累計額 △4,293 △3,920

  その他の包括利益累計額合計 551 △7,400

 非支配株主持分 2,431 2,413

 純資産合計 401,505 403,847

負債純資産合計 629,417 653,376
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

売上高 209,371 215,499

売上原価 136,360 145,162

売上総利益 73,011 70,337

販売費及び一般管理費 ※1  40,134 ※1  44,107

営業利益 32,877 26,229

営業外収益   

 受取利息 461 394

 受取配当金 750 784

 持分法による投資利益 － 346

 為替差益 1,554 －

 その他 677 816

 営業外収益合計 3,443 2,341

営業外費用   

 支払利息 273 392

 持分法による投資損失 282 －

 為替差損 － 2,978

 その他 1,870 496

 営業外費用合計 2,426 3,867

経常利益 33,893 24,704

特別利益   

 固定資産売却益 17 14

 投資有価証券売却益 － 82

 特別利益合計 17 97

特別損失   

 固定資産処分損 542 242

 投資有価証券評価損 1 －

 和解金 － 180

 特別損失合計 544 422

税金等調整前四半期純利益 33,367 24,379

法人税、住民税及び事業税 8,685 6,413

法人税等調整額 169 161

法人税等合計 8,855 6,574

四半期純利益 24,511 17,804

非支配株主に帰属する四半期純利益 172 149

親会社株主に帰属する四半期純利益 24,338 17,655
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

四半期純利益 24,511 17,804

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,101 △1,529

 為替換算調整勘定 △151 △6,355

 退職給付に係る調整額 307 369

 持分法適用会社に対する持分相当額 216 △501

 その他の包括利益合計 △728 △8,016

四半期包括利益 23,783 9,788

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 23,653 9,703

 非支配株主に係る四半期包括利益 129 84
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 33,367 24,379

 減価償却費 11,416 14,454

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 245 1,619

 受取利息及び受取配当金 △1,211 △1,178

 支払利息 273 392

 持分法による投資損益（△は益） 282 △346

 固定資産処分損益（△は益） 524 227

 投資有価証券売却損益（△は益） － △82

 売上債権の増減額（△は増加） 517 △4,237

 たな卸資産の増減額（△は増加） △9,716 △5,867

 仕入債務の増減額（△は減少） △322 537

 その他 △5,881 1,023

 小計 29,496 30,920

 利息及び配当金の受取額 1,193 1,324

 利息の支払額 △272 △360

 法人税等の支払額 △11,613 △8,879

 営業活動によるキャッシュ・フロー 18,803 23,004

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） △93 1,760

 有価証券の純増減額（△は増加） 1,981 －

 有形固定資産の取得による支出 △22,356 △26,419

 無形固定資産の取得による支出 △1,223 △1,622

 投資有価証券の取得による支出 △1,122 △1,238

 投資有価証券の売却及び償還による収入 2,000 126

 その他 201 188

 投資活動によるキャッシュ・フロー △20,611 △27,206

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 549 6

 長期借入金の返済による支出 △5,000 △4,962

 社債の発行による収入 19,892 29,852

 社債の償還による支出 △25,000 －

 自己株式の取得による支出 △5,000 △73

 配当金の支払額 △6,305 △7,295

 その他 △242 △244

 財務活動によるキャッシュ・フロー △21,106 17,284

現金及び現金同等物に係る換算差額 858 △1,566

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △22,056 11,515

現金及び現金同等物の期首残高 87,378 74,250

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  65,322 ※1  85,765
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【注記事項】

(会計方針の変更)

米国を除く在外連結子会社では、第１四半期連結会計期間の期首からIFRS第16号「リース」を適用しています。こ

れにより、リースの借手は、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として計上することとしまし

た。また、当該基準の適用にあたっては、経過措置として認められている、当該基準の適用による累積的影響額を適

用開始日に認識する方法を採用しています。

この結果、第１四半期連結会計期間の期首の資産が3,515百万円増加、負債が3,534百万円増加、利益剰余金が19百

万円減少しています。資産の増加は主として有形固定資産、負債の増加は主としてリース債務の増加によるもので

す。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微です。

 
(追加情報)

(役員報酬BIP信託制度)

当社は、当社の取締役及び執行役員（社外取締役及び当社との雇用契約を継続する執行役員を除く。以下、

「取締役等」という。）を対象に、当社の中長期的な業績の向上と企業価値増大への貢献意識を一層高めること

を目的として、会社の業績との連動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報酬制度として、業績連動型株式

報酬制度を導入しています。

本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じています。

 
(1) 取引の概要

本制度では、役員報酬BIP(Board Incentive Plan)信託と称される仕組みを採用しています。役員報酬BIP

信託とは、役位や中期経営計画等の目標達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金

銭を取締役等に交付又は給付する制度です。

(2) 信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末において884百万

円及び416,402株、当第２四半期連結会計期間末において835百万円及び393,208株です。

 
(株式付与ESOP信託制度)

当社は、当社との雇用契約を継続する執行役員（以下、「対象者」という。）を対象に、対象者への帰属意識

の醸成と経営参画意識を持たせ、対象者への長期的な業績向上や株価上昇に対する意欲や士気の高揚を図ること

を目的として、インセンティブ・プランを導入しています。

本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）を適用しています。

 
(1) 取引の概要

本制度では、株式付与ESOP(Employee Stock Ownership Plan)信託と称される仕組みを採用しています。株

式付与ESOP信託とは、米国のESOP制度を参考にした従業員向けインセンティブ・プランであり、一定の要件

を充足する対象者に、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭を交付又は給付する制度です。

(2) 信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しています。当第２四半期連結会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数

は、73百万円及び37,700株です。（前連結会計年度末は該当ありません。）
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

商品及び製品 60,544百万円 61,889百万円

仕掛品 32,008 31,212 

原材料及び貯蔵品 20,570 22,262 
 

 

２ 偶発債務

(1) 保証債務は下記の銀行借入に対して行っています。

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

従業員(住宅購入者等) ８百万円 ６百万円
 

 

(2) 当社グループは、自動車関連事業における過去の一部の取引において競争法違反の疑いがあるとして海外の当

局による調査を受けています。これに関連し、顧客からの損害賠償の交渉、民事訴訟も提起されています。今

後、新たな事実が判明した場合は追加の損失が発生する可能性がありますが、現時点では四半期連結財務諸表に

与える影響を合理的に見積もることは困難です。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

減価償却費 1,432百万円 2,132百万円

貸倒引当金繰入額 5 4 

退職給付費用 544 603 

役員報酬及び給料手当 14,732 15,958 

荷造運搬費 5,414 4,625 

広告宣伝費 2,691 2,831 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

です。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

現金及び預金勘定 50,483 百万円 47,457 百万円

有価証券勘定 39,027  45,000  

計 89,511  92,457  

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△8,961  △6,691  

現金同等物以外の有価証券 △15,227  －  

現金及び現金同等物 65,322  85,765  
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年４月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 6,309 30.00 2018年３月31日 2018年６月５日
 

　(注) 配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当金12百万円が含まれています。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年10月29日
取締役会

普通株式 利益剰余金 7,300 35.00 2018年９月30日 2018年11月30日
 

　(注) 配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当金14百万円が含まれています。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、2018年２月26日開催の取締役会決議に基づき、2018年４月１日から2018年５月30日までの期間において

1,732,400株の自己株式を取得しました。これにより、自己株式が4,999百万円増加しました。また、同取締役会決

議に基づき、2018年６月８日付で3,633,200株の自己株式を消却しました。これにより自己株式及び利益剰余金がそ

れぞれ9,647百万円減少しました。これらの結果、前第２四半期連結会計期間末残高は、利益剰余金が286,756百万

円、自己株式が1,740百万円となりました。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年４月26日
取締役会

普通株式 利益剰余金 7,300 35.00 2019年３月31日 2019年６月４日
 

　(注) 配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式に対する配当金14百万円が含まれています。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 7,300 35.00 2019年９月30日 2019年11月29日
 

(注) 配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金15百万円が含ま

れています。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注）１

合　計 調整額

四半期連結
損益計算書
計　上　額
（注）２

自動車
関　連

テクニカルセラミックス関連

計

半導体 セラミック 計

売上高          

外部顧客への売上高 177,293 8,823 20,344 29,167 206,460 2,911 209,371 ― 209,371

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 177,293 8,823 20,344 29,167 206,460 2,911 209,371 ― 209,371

セグメント利益
又は損失（△）

32,938 △298 2,142 1,844 34,782 △1,904 32,877 ― 32,877
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境エネルギー分野・医療分野等

の新規事業、材料売上及び福利厚生サービス業等を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しています。
 
 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注）１

合　計 調整額

四半期連結
損益計算書
計　上　額
（注）２

自動車
関　連

テクニカルセラミックス関連

計

半導体 セラミック 計

売上高          

外部顧客への売上高 176,622 8,537 17,696 26,233 202,856 12,642 215,499 ― 215,499

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 176,622 8,537 17,696 26,233 202,856 12,642 215,499 ― 215,499

セグメント利益
又は損失（△）

27,696 91 △230 △139 27,557 △1,328 26,229 ― 26,229
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境エネルギー分野・医療分野等

の新規事業、材料売上及び福利厚生サービス業等を含んでいます。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しています。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「その他」セグメントにおいて、2018年12月20日に株式取得が行われたCAIRE Inc.、CAIRE Medical Limited

及びCAIRE Medical Technology (Chengdu) Co., Ltd.との企業結合について、前連結会計年度において暫定的

な会計処理を行っていましたが、当第２四半期連結会計期間に確定しています。詳細は、注記事項（企業結合

等関係）をご参照下さい。
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(企業結合等関係)

企業結合に係る暫定的な会計処理の確定

2018年12月20日に株式取得が行われたCAIRE Inc.、CAIRE Medical Limited及びCAIRE Medical Technology

(Chengdu) Co., Ltd.との企業結合について、前連結会計年度において暫定的な会計処理を行っていましたが、当

第２四半期連結会計期間に確定しています。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に含まれる比較情報に

おいて取得原価の当初配分額に見直しが反映されており、その内訳は次のとおりです。

 
修正科目 のれんの修正金額

のれん（修正前） 5,679 百万円

流動資産 △349  

無形固定資産 △3,021  

繰延税金負債 859  

修正金額合計 △2,511  

のれん（修正後） 3,168  
 

 

この結果、前連結会計年度末における流動資産のその他が２百万円、のれんが2,243百万円、繰延税金資産が

207百万円、利益剰余金が175百万円、為替換算調整勘定が２百万円それぞれ減少し、無形資産のその他が2,899百

万円、投資その他の資産のその他が１百万円、流動負債のその他が158百万円、繰延税金負債が466百万円それぞ

れ増加しています。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

   １株当たり四半期純利益 116円82銭 84円82銭

　（算定上の基礎）   

　　親会社株主に帰属する
　　四半期純利益（百万円）

24,338 17,655

　　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益（百万円）

24,338 17,655

　　普通株式の期中平均株式数（千株） 208,339 208,154
 

 (注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 ２ 役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式を、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。なお、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託

が保有する当社株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間において423千株、当第２四半期連結累

計期間において434千株です。

 

(重要な後発事象)

自己株式の取得及び消却

当社は、2019年10月28日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定に基づき、自己株式を取得するこ

とを決議するとともに、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の一部を消却することを決議いたしました。その

内容は以下のとおりです。

 
１．自己株式の取得及び消却を行う理由

資本効率の向上と弾力的な資本政策実施のため

 
２．取得に係る事項の内容

(1) 取得対象株式の種類 当社普通株式

(2) 取得し得る株式の総数
5,700,000株（上限）
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　2.73%）

(3) 株式の取得価額の総額 10,000,000,000円（上限）

(4) 取得期間 2019年10月29日～2020年２月28日
 

 
３．消却に係る事項の内容

(1) 消却する株式の種類 当社普通株式

(2) 消却する株式の数 上記２．により取得する自己株式の全数

(3) 消却予定日 2020年３月13日
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２ 【その他】

①剰余金の配当

2019年10月28日開催の取締役会において、次のとおり決議が行われました。

配当の総額 7,300百万円

１株当たりの配当額 35円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 2019年11月29日
 

(注) １　2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して支払います。

２　配当の総額は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金15百万円が

含まれています。

 
②その他

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年11月８日

日本特殊陶業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  大　北　尚　史  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士  時々輪　彰　久  

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本特殊陶業株

式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本特殊陶業株式会社及び連結子会社の2019年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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